
ロ

準
用
一
般
社
団
・
財
団
法
人
法
第
百
十
四

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
寄
附
行
為
の
定
め

に
基
づ
い
て
責
任
を
免
除
す
る
旨
の
理
事
会

の
決
議
を
行
つ
た
場
合

当
該
決
議
の
あ
つ

た
日

ハ

準
用
一
般
社
団
・
財
団
法
人
法
第
百
十
五

条
第
一
項
の
契
約
を
締
結
し
た
場
合

責
任

の
原
因
と
な
る
事
実
が
生
じ
た
日
（
二
以
上

の
日
が
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
最
も
遅
い

日
）

二

イ
に
掲
げ
る
額
を
ロ
に
掲
げ
る
数
で
除
し
て

得
た
額

イ

次
に
掲
げ
る
額
の
合
計
額

当
該
役
員
が
当
該
学
校
法
人
か
ら
受
け

た
退
職
慰
労
金
の
額

当
該
役
員
の
う
ち
理
事
が
当
該
学
校
法

人
の
職
員
を
兼
ね
て
い
た
場
合
に
お
け
る

当
該
職
員
と
し
て
の
退
職
手
当
の
う
ち
当

該
役
員
の
う
ち
理
事
を
兼
ね
て
い
た
期
間

の
職
務
執
行
の
対
価
で
あ
る
部
分
の
額

又
は

に
掲
げ
る
も
の
の
性
質
を
有

す
る
財
産
上
の
利
益
の
額

ロ

当
該
役
員
が
そ
の
職
に
就
い
て
い
た
年
数

（
当
該
役
員
が
次
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す

る
場
合
に
お
け
る
次
に
定
め
る
数
が
当
該
年

数
を
超
え
て
い
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該

数
）

理
事
長

六

理
事
長
以
外
の
理
事
で
あ
つ
て
、
次
に

掲
げ
る
者

四

寄
附
行
為
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り

理
事
長
を
補
佐
し
て
学
校
法
人
の
業
務

を
掌
理
す
る
理
事
と
し
て
選
定
さ
れ
た

も
の当

該
学
校
法
人
の
業
務
を
執
行
し
た

理
事
（

に
掲
げ
る
理
事
を
除
く
。）

当
該
学
校
法
人
の
職
員

理
事
（

及
び

に
掲
げ
る
も
の
を
除

く
。）又
は
監
事

二

（
責
任
の
免
除
の
決
議
後
に
受
け
る
退
職
慰
労
金

等
）

第
三
条
の
四

準
用
一
般
社
団
・
財
団
法
人
法
第
百

十
三
条
第
四
項
（
準
用
一
般
社
団
・
財
団
法
人
法

第
百
十
四
条
第
五
項
及
び
第
百
十
五
条
第
五
項
に

﹇
条
を
加
え
る
。﹈

一

退
職
慰
労
金

二

当
該
役
員
の
う
ち
理
事
が
当
該
学
校
法
人
の

職
員
を
兼
ね
て
い
た
と
き
は
、
当
該
職
員
と
し

て
の
退
職
手
当
の
う
ち
当
該
役
員
の
う
ち
理
事

を
兼
ね
て
い
た
期
間
の
職
務
執
行
の
対
価
で
あ

る
部
分

三

前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
性
質
を
有
す
る
財

産
上
の
利
益

（
財
産
目
録
等
の
作
成
）

（
計
算
書
類
の
作
成
）

第
四
条
の
四

法
第
四
十
七
条
第
一
項
（
法
第
六
十

四
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。

以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）に
規
定
す
る
書
類

（
事
業
報
告
書
に
あ
つ
て
は
財
務
の
状
況
に
関
す

る
部
分
に
限
り
、
役
員
等
名
簿
を
除
く
。）の
作
成

は
、
一
般
に
公
正
妥
当
と
認
め
ら
れ
る
学
校
法
人

会
計
の
基
準
そ
の
他
の
学
校
法
人
会
計
の
慣
行
に

従
つ
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
四
条
の
四

法
第
四
十
七
条
第
一
項
（
法
第
六
十

四
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。

以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）に
規
定
す
る
書
類

（
事
業
報
告
書
に
あ
つ
て
は
、
財
務
の
状
況
に
関

す
る
部
分
に
限
る
。）の
作
成
は
、
一
般
に
公
正
妥

当
と
認
め
ら
れ
る
学
校
法
人
会
計
の
基
準
そ
の
他

の
学
校
法
人
会
計
の
慣
行
に
従
つ
て
行
わ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

２
・
３

﹇
略
﹈

２
・
３

﹇
同
上
﹈

４

法
第
四
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
書
類
の
う

ち
事
業
報
告
書
に
つ
い
て
は
、当
該
学
校
法
人（
法

第
六
十
四
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
に

あ
つ
て
は
、
準
学
校
法
人
。）の
状
況
に
関
す
る
重

要
な
事
項
を
そ
の
内
容
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

﹇
項
を
加
え
る
。﹈

お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）に
規
定
す
る
文

部
科
学
省
令
で
定
め
る
財
産
上
の
利
益
は
、
次
に

掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

（
報
酬
等
の
支
給
の
基
準
に
定
め
る
事
項
）

第
四
条
の
五

法
第
四
十
八
条
第
一
項
（
法
第
六
十

四
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）

に
規
定
す
る
役
員
に
対
す
る
報
酬
等
の
支
給
の
基

準
に
お
い
て
は
、
役
員
の
勤
務
形
態
に
応
じ
た
報

酬
等
の
区
分
及
び
そ
の
額
の
算
定
方
法
並
び
に
支

給
の
方
法
及
び
形
態
に
関
す
る
事
項
を
定
め
る
も

の
と
す
る
。

﹇
条
を
加
え
る
。﹈

﹇
条
を
削
る
。﹈

第
七
条

削
除

（
合
併
認
可
申
請
手
続
）

（
合
併
認
可
申
請
手
続
）

第
六
条

法
第
五
十
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
合

併
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
認
可
申

請
書
に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
、
所
轄
庁

に
申
請
す
る
も
の
と
す
る
。

第
六
条

法
第
五
十
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
合

併
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
認
可
申

請
書
に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
、
所
轄
庁

に
申
請
す
る
も
の
と
す
る
。

一
〜
五

﹇
略
﹈

一
〜
五

﹇
同
上
﹈

令和元年月日 火曜日 (号外第号)官 報


		2019-09-13T14:49:27+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




